
分担金・拠出金の名称 人的資源開発日本信託基金
評価 Ｂ

拠出先の国際機関名 国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）

国際機関の概要

国連教育科学文化機関（ユネスコ）は，教育，科学及び文化を通じて諸国民の間の協力を促進することによって，平和及び安全に貢献することを目的としており，教育，科学，文化等の分野における国
際的な知的交流事業や途上国への開発支援事業を実施。現在195の国・地域を擁する機関となっている。

拠出により我が国が期待する成果目標及び活動指標 達成状況

１．（１）　成果目標：ユネスコ人的資源開発日本信託基金への拠出を通じて，我
が国の重要外交開発課題の遂行を促進し，我が国実施事業との相互補完性を
高める

　活動指標：ユネスコの我が国重点開発課題への貢献

ユネスコは，教育分野での国連リードエージェンシーとして，ミレニアム開発目標（MDGs)，「万人のための教育（Education For All, EFA）」等主導し
ており，開発途上国における人材育成事業を実施。また，現在，ポスト２０１５開発目標に係る議論にも参画しており，ユネスコは持続可能な開発
に資する人材育成を重視している。これを受けて，我が国は，開発途上国における人造り事業への貢献を推進し，我が国が重視する開発途上国
支援，ミレニアム開発目標等への貢献，さらに，右を重視するユネスコのプロジェクトに貢献し，我が国のビジビリティを確保する観点から，ユネス
コ本信託基金を通じた事業を実施している。具体的には，アフリカ諸国に対する教育支援事業や開発途上国の若手研究者へのフェローシップ等を
実施しており，これまで約２６０件の事業を実施。

２．　PDCAサイクルの確保 ①計画段階(Plan) : 日・ユネスコ年次レビュー会合で年間計画を策定。ユネスコ提出の個別事業案を審査，承認。②実施段階(Do) : ユネスコ提出
の進捗報告書，在外公館による現地視察，ユネスコとの協議等により，事業を適切にモニタリング。必要に応じて各事業を改善・修正。開会式典
への出席，プレスリリースの発出等を通じ，ビジビリティを確保。③評価段階(Check)  : 最終報告を確認し，必要に応じ外部評価を実施。④フォロー
アップ段階(Act) : 日・ユネスコ年次レビュー会合や不定期の協議等を通じて，事業及び基金運営を改善。

担当課・室名 外務報道官・広報文化組織　国際文化協力室

（２）　成果目標：ユネスコの意思決定プロセスにおける我が国のプレゼンス強
化を通じて，我が国の意向を反映

　　活動指標：我が国とのハイレベルにおける意見交換，ユネスコとの年次レ
ビュー会合の実施

我が国は，執行委員会の議席を1952年以来確保しており，ユネスコの重要意思決定プロセスに参加している他，要人往来，政府代表部を通じた
ハイレベルにおける意見交換等を通じて，ユネスコと緊密に連携してきている。更に，本信託基金への拠出，各事業実施にに関しては，ユネスコと
の年次レビュー会合開催を始め，各種協議により我が国の意向をユネスコに伝達し，反映してきている。具体的には，ユネスコの中期戦略を踏ま
えて，本信託基金の優先分野を我が国が重視する「ジェンダー」及び「アフリカ」としており，我が国政策をユネスコによる本信託基金事業にも反映
している。

（３）　成果目標：人材育成・教育分野を主導するユネスコへの拠出を通じて，我
が国の意見を反映する。また，ユネスコが適切な組織・財政マネジメントを行う

　　活動指標：ユネスコが主導する人材育成・教育分野の実績，ユネスコによる
適切な執行・報告

ユネスコは，国連の教育・人材育成分野での専門性から，ポスト2015年開発アジェンダ策定にも携わっている他，「万人のための教育（EFA)」「持
続可能な教育ESD)」も主導しており，同分野で高度な専門性を有する。我が国は，本信託基金事業により，MDGsの目標達成に貢献しており，これ
ら事業の成果をふまえてユネスコはポスト２０１５開発目標の議論に参加。
また，ユネスコは，我が国との年次レビュー会合等の機会を通じて資金の執行状況の報告等行ってきており，適切な管理，その強化に努力してい
る。
例として，本年は上記のプロセスにより拠出金の運用に係るガイドラインの改良を行い，現地における我が方援助方針との合致等，より我が国の
外交政策との整合性を向上させた。

（４）　成果目標：我が国人材の知見，専門性を通じたユネスコ所掌分野への貢
献

　　活動指標：ユネスコにおける邦人職員数の増加，邦人職員増強に向けた取
組

邦人職員数（専門職以上,）は，平成25年度は53人，平成26年度は48人で推移（なお，ユネスコ職員数（専門職以上）は過去2年で約50人削減），
4.7%以上を維持している。右邦人職員数にはＤ１ポスト（ニューデリー所長）が含まれる。また，ユネスコに対しては，我が方日本国政府代表部を通
じて，邦人職員の増強に向け，定期的に意見交換や申し入れ等行っており，邦人職員増強に向けた取組を進めている。


